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１ 職員の任免及び員数の状況 

 職員の採用状況 

（単位：人） 

 

行政職 
技 能 
労務職 

合 計 事務 
職員 

技術職員 

技師 保育士 保健師 看護師 

令和元年度 
１５ 

（７） 

１ 

（０） 

３ 

（３） 

２ 

（２） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

２１ 

（１２） 

平成３０年度 
４７ 

（２９） 

８ 

（１） 

０ 

（０） 

３ 

（３） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

５８ 

（３３） 

（注）１ （ ）内は、女性数を内書きしたものです。 

２ 各年度は、４月１日付けで採用した職員数です。 

３ 平成３０年度は１０月１日付けで、事務職２名、技師１名を採用しました。 

 

  再任用職員の状況 

 フルタイム勤務職員 短時間勤務職員 

令和元年度 ８人（２人） ５６人（１５人） 

平成３０年度 ６人（１人） ６８人（２０人） 

（注）１ 「再任用職員」とは、高齢者雇用の推進等のため定年退職等のうち、改めて採用される

職員であり、地方公務員法第２８条の４の規定により採用されるフルタイム勤務職員と同

法２８条の５の規定により採用される短時間勤務職員です。 

２ （ ）内は、女性数を内書きしたものです。 

 

  職位別任用状況 

①  副課長相当職以上の任用状況（平成３１年３月末現在） 

部長相当 副部長相当 課長相当 副課長相当 合 計 

１３人 ２２人 ５７人 １２５人 ２１７人 

（２人） （３人） （１０人） （４２人） （５７人） 

（注）（ ）内は、女性数を内書きしたものです。 

 

② 副課長相当職以上の昇任者数 

部長相当 副部長相当 課長相当 副課長相当 合 計 

０人 １人 ５人 ５人 １１人 

（０人） （０人） （１人） （０人） （１人） 

（注）１ 人数は、平成３０年度中の昇任者数です。 

２ （ ）内は、女性数を内書きしたものです。 

 

  職員の退職の状況 

                                   （単位：人） 

 

行政職 

技 能 

労務職 
合 計 事務 

職員 

技術職員 

技師 保育士 保健師 
福 祉 

介護員 

定年退職 5（3） 5（0） 1（1） 0（0） 0（0） 1（1） 12（5） 

勧奨退職 0（0） 0（0） 0（0） 0（0） 0（0） 0（0）  0（ 0） 

自己都合退職 8（4） 0（0） 1（1） 4（4） 0（0） 0（0） 13（ 9） 

その他（死亡・免職等） 1（0） 0（0） 0（0） 0（0） 0（0） 0（0）  1（ 0） 

計 14（7） 5（0） 2（2） 4（4） 0（0） 1（1） 26（14） 

（注）１ 退職者数は、平成３０年度中における退職の状況です。 

２ （ ）内は、女性数を内書きしたものです。 
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  部門別職員数の状況 

（単位：人） 

区  分 職  員  数 対 前 年 度 増 減 数 

部  門 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

一
般
行
政
部
門 

議 会 ８ ８ ８    

総 務 １５８ １７５ １８７ △３ １７ １２ 

税 務 ７０ ７２ ７０  ２ △２ 

民 生 ２５７ ２６７ ２７０ △８    １０      ３ 

衛 生 ４２ ４３ ４３ １ １  

労 働 ０ ０ ０    

農林水産 ８ ７ ４ １ △１ △３ 

商 工 １２ １２ １３   １ 

土 木 ６８ ７８ ７６ １ １０ △２ 

小計 ６２３ ６６２ ６７１ △８ ３９ ９ 
行
政
部
門

特 
 

別 

教 育 １０８ １１０ １０２  ２ △８ 

小計 １０８ １１０ １０２  ２ △８ 

会
計
部
門 

公
営
企
業
等 

水 道 ２６ ２５ ２５ △１ △１  

下水道 １２ １４ １３  ２ △１ 

その他 ５８ ６２ ６１ ９ ４ △１ 

小計 ９６ １０１ ９９ ８ ５ △２ 

合 計 ８２７ ８７３ ８７２  ４６ △１ 

（注）１ 職員数は、各年度４月１日現在の定員管理調査に基づく人数です。 

２ 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者及び再任用フルタイム勤

務職員は含み、志木地区衛生組合及び朝霞地区一部事務組合への派遣職員及び臨時又は非常勤職員を

除いています。 

 

２ 職員の人事評価の状況 

（平成３１年度） 
区  分 内   容 

評価期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

対象者  臨時・非常勤職員を除く全職員 

評価項目 

 ①能力評価 標準職務遂行能力に基づき、職務遂行に関する能力及び意欲について

評価する方法 

 ②業績評価 職務上及び職責上で要請される目標の達成及び成果について評価す

る方法 

（注）平成２８年４月１日から人事管理の適正な運営を図るため、職員の人事評価を実施しています。 

 

 

３ 職員の給与の状況 

 人件費の状況（平成３０年度普通会計決算） 

住民基本台帳人口 

（H31.3.31 現在） 

歳出額 

Ａ 
実質収支 

人件費 

Ｂ 

人件費率 

（Ｂ／Ａ） 

２９年度の 

人件費率 
人 千円 千円 千円 % % 

165,372 52,646,277 2,196,509 6,933,919 13.2 12.0 

（注）人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。 

 

 

（平成３０年度水道事業会計決算） 

歳出額 

Ａ 

人件費 

Ｂ 

人 件 費 率 

（Ｂ／Ａ） 

２ ９ 年 度 の 

人 件 費 率 

千円 千円 % % 

3,622,725 203,587 5.6 5.9 
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 給与費の状況（令和元年度一般会計当初予算） 

職員数 

Ａ 

給   与   費 一人当たり給与費 

（Ｂ／Ａ） 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 
821 人 千円 千円 千円 千円 千円 

（47） 2,903,474 794,750 1,234,420 4,932,644 6,008 

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。 

２ （ ）内は、再任用短時間勤務職員を外書きしたものです。 

３ 給与費には、再任用短時間勤務職員の給与費を含みますが、一人当たり給与費の職員数には、再任

用短時間勤務職員を含みません。 

 

（令和元年度水道事業会計当初予算） 

職員数 

Ａ 

給   与   費 一人当たり給与費 

（Ｂ／Ａ） 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

23 人 

 （3） 

千円 千円 千円 千円 千円 

94,364 25,077 40,269 159,710 6,944 

 

 平均給料月額及び平均年齢の状況 

一般行政職 技能労務職 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

295,400 円 38.2 歳   329,100 円 54.2 歳 

（注）額及び年齢は、平成３１年４月１日現在の給与実態調査に基づくものです。  

 

 初任給の状況（平成３１年４月１日現在） 

区  分 
新 座 市 

初 任 給 

国 

初 任 給 

一般行政職 
大学卒 １８７，２００ 円 １８０，７００ 円 

高校卒 １５３，０００ 円 １４８，６００ 円 
 

 

⑸ 経験年数・学歴別平均給料月額の状況 

区  分 
経験年数 

7～10 年未満 

経験年数 

10～15 年未満 

経験年数 

15～20 年未満 

経験年数 

20～25 年未満 

一般 

行政職 

大学卒 244,700 円 272,500 円 318,800 円 370,600 円 

高校卒 214,800 円 228,000 円 282,600 円 335,700 円 

（注）１ 額は、平成３１年４月１日現在の給与実態調査に基づくものです。 

２ 経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいいます。 

 

 一般行政職の級別の状況 

区  分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

計 標準的な 

職務内容 
主事補 主事 主任 係長 副課長 課長 副部長 部長 

職 員 数 
15 人 171 人 181 人 80 人 68 人 32 人 18 人 11 人 576 人 

（0） （1） （22） （1） （9） （10） （0） （0） (43) 

構 成 比 
2.6 % 29.7 % 31.4 % 13.9 % 11.8 % 5.6 % 3.1 % 1.9 % 100 % 

（0.0） （2.3） （51.2） （2.3） （20.9） （23.3） （0.0） （0.0） (100) 

参 

考 

１年前の 

構成比 

8.2 % 25.7 % 28.9 % 13.7 % 12.9 % 5.6 % 3.1 % 1.9 % 100 % 

（0.0） （0.0） （44.5） （9.5） （27.0） (19.0) （0.0） （0.0） (100) 

５年前の 

構成比 

4.3 % 29.9 % 22.7 % 12.5 % 17.8 % 5.9 % 4.9 % 2.0 % 100 % 

（0.0） （1.5） （61.8） （7.3） （26.5） （2.9） （0.0） （0.0） (100) 

（注）１ 新座市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 

３ 一般行政職５７６人は、平成３１年４月１日現在の給与実態調査に基づく、再任用フルタイム勤務

職員を含む職員数です。 

４ （ ）内は、再任用短時間勤務職員を外書きしたものです。 
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水道企業職の級別の状況 

区  分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

計 標準的な 

職務内容 
主事補 主事 主任 係長 副課長 課長 副部長 部長 

職 員 数 
０人 ８人 ４人 ４人 ６人 ２人 ０人 １人 ２５人 

（―） （―） （１） （―） （２） （―） （―） （―） (３) 

構 成 比 
0.0% 32.0% 16.0% 16.0% 24.0% 8.0% 0.0% 4.0% 100.0% 

（―） （―） （33.3） （―） （66.7） （―） （―） （―） (100.0) 

参 

考 

１年前の 

構成比 

 12.0% 32.0% 12.0%  12.0% 20.0% 8.0% 0.0% 4.0% 100.0% 

（―） （―） （33.3） （―） （66.7） （―） （―） （―） (100.0) 

５年前の 

構成比 

3.8% 23.1% 26.9%  0.0% 30.8% 0.0% 11.6% 3.8% 100.0% 

(―) (―) （85.7） （14.3） (―) (―) (―) (―) (100.0) 

（注）１ 新座市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数 

   ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名 

   ３ （ ）内は、再任用短時間勤務職員を外書きしたもの 

   ４ 職員数は平成 31 年 4 月 1 日現在 

 

 手当の状況 

①  期末手当・勤勉手当（平成３１年４月１日現在） 

新 座 市 国 

      期末手当     勤勉手当  
 

同 
 ６月期 １．３００月分  ０．９２５月分 

１２月期 １．３００月分  ０．９２５月分 

  計  ２．６００月分  １．８５０月分 

職制上の段階、職務の級及び成績率等による加算措置    有 

② 退職手当（平成３１年４月１日現在） 

新 座 市 国 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年  

同 

 

勤続２０年 19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続２５年 28.0395 月分 33.27075 月分 

勤続３５年 39.7575 月分 47.709 月分 

最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 

 

その他の加算措置 

  定年前早期退職特例措置 

  ２％～４５％加算 

 

退職時特別昇給  なし 

 

 一人当たり （普通退職） （勧奨・定年退職）  

 平均支給額 1,198,373 円 20,811,016 円  

 

（注）１ 退職手当の一人当たり平均支給額は、平成３０年度中に退職した全職種に係る職員に支給された

平均額です。 

２ 普通退職に死亡退職は含まれていません。 

③ 地域手当（平成３１年４月１日現在） 

支給対象地域 全地域 

支給率 10％ 

支給実績（平成３０年度） 321,728 千円 

支給対象職員一人当たり平均支給年額（平成３０年度） 380,293 円 

④ 特殊勤務手当（平成３１年４月１日現在） 

区   分 全 職 種 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成３０年度） 8.4％ 
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支給実績（平成３０年度） 1,655 千円 

支給対象職員一人当たり平均支給年額（平成３０年度） 23,310 円 

手当の種類（手当数） 6 

主な手当の名称 社会福祉業務手当、汚物処理手当、特殊現場作業手当等 

⑤ その他の手当（平成３１年４月１日現在） 

区 分 内    容 

扶養手当 

① 配偶者（※１）                 ６，５００円 

② 扶養親族一人につき            

 ・子                      １０，０００円 

  特定期間の加算 １６歳から２２歳まで      ５，０００円 

・父母等（※１）                 ６，５００円 

住居手当 
① 住宅に対し家賃を支払っている者 最高限度   ２７，０００円 

② 所有権を有し世帯主の者             ４，０００円 

通勤手当 

① 交通機関利用者                     実費 

② 交通用具利用者 

 ・片道２～３㎞                  ２，０００円 

 ・片道３㎞以上 ２，０００円に距離１㎞を加えるごとに５５０円を加算 

   （※１）行政職給料表（一）８級職員にかかる扶養手当は３，５００円 

 特別職の報酬等の状況（平成３１年４月１日現在） 

区 分 給料・報酬 期末手当 

市 長 
給
料 

９１８，０００円  ６月期１．６７５月分 

１２月期１．６７５月分 

  計 ３．３５０月分 

副市長 ７６７，０００円 

教育長 ７０２，０００円 

議 長 
報
酬 

４６３，０００円  ６月期１．６７５月分 

１２月期１．６７５月分 

  計 ３．３５０月分 

副議長 ４２０，０００円 

議 員 ４００，０００円 

※市長及び副市長並びに教育委員会教育長の給与の支給の特例に

関する条例の規定により、令和元年度においては、市長及び副市

長は、給料月額に１００分の９０、教育長は給料月額に１００分

の９５を乗じて得た額を支給 

区 分 給  料 

市 長 ８２６，２００円 

副市長 ６９０，３００円 

教育長 ６６６，９００円 

 

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 勤務時間の概要（平成３１年４月１日現在） 

勤務時間 

１週間当たり３８時間４５分 

１日の勤務時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（原則として月曜日から金曜日まで） 

休憩時間 午後零時から１時間 

※勤務時間及び休憩時間は、職務の特殊性又は勤務公署の特殊の必要性により別に定めることができます。 

 休暇制度の種類等（平成３１年４月１日現在） 

種類 概要等 給与支給の有無  

年次有給

休暇 

労働基準法等の規定により、心身の疲労を回復させ、労働力の維持培養

を図るため 

付与日数は一の年度につき２０日 

有給 

病気休暇 負傷又は疾病のために勤務することができない職員に対し、医師の証明

等に基づき、最小限度必要と認められる期間、その治療に専念させるため 

有給 
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特別休暇 特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合 

※特別休暇の種類等は、別表のとおり 

有給 

介護休暇 配偶者、子、職員又は配偶者の父母などの者で、負傷、疾病又は老齢に

より２週間以上にわたり日常生活を営むのに支障があるものの介護をする

ため、勤務しないことが相当であると認められる場合 

無給 

組合休暇 職員団体の業務又は活動に従事するため 無給 

特別休暇の種類 

（職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例第１４条第２項（抜粋）） 

種  類 日 数 等 

選挙権等公民権の行使の場合 その都度必要と認める期間 

 

裁判員、証人等として官公署へ出頭

する場合 

その都度必要と認める期間 

 

出産の場合 出産予定日６週間前から産後８週間を経過するまでの期

間 

妊娠又は出産に関し健康診査を受け

る場合 

１回につき１日の範囲内でその都度必要と認める時間 

妊娠６月までは４週間に１回 

妊娠７月から９月までは２週間に１回 

妊娠１０月から出産までは１週間に１回 

産後１年まではその間に１回 

妊娠中の職員の通勤に伴う母体又は

胎児の健康保持に影響があると認め

る場合 

正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日を通じて

１時間を超えない範囲内でそれぞれ必要と認める時間 

生後１年に達しない子を育てる場合 １日２回それぞれ３０分間 

生理日における勤務が著しく困難な

場合 

３日の範囲内においてその都度必要と認める期間 

 

忌引の場合 次に定める期間 

 

 
死亡した者 

日数  

血族 姻族 

配偶者 １０日 

１親等 直系尊属(父母) ７日 ３日(７日) 

直系卑属(子) ５日 １日(５日) 

２親等 直系尊属(祖父母) ３日 １日(３日) 

直系卑属(孫) １日 ― 

傍系者(兄弟姉妹) ３日 １日(３日) 

３親等 傍系尊属(伯叔父母) １日 １日 

※（ ）内は、職員と生計を一にしていた場合 

配偶者、父母及び子の祭日の場合 それぞれ１日 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律による健康診

断等の場合 

その都度必要と認める期間 

災害による現住居の滅失・破壊の場

合 

１週間の範囲内においてその都度必要と認める期間 

結婚の場合 ７日の範囲内においてその都度必要と認める期間 

 

職員の配偶者が出産した場合 ３日の範囲内においてその都度必要と認める期間 

 

妻の産前産後の期間に、出産に係る

子又は小学校就学の始期に達するま

での子を養育するため、勤務しない

ことが相当であると認められるとき 

当該期間内における５日の範囲内の期間 

小学校就学の始期に達するまでの子

を養育する職員が、その子の看護の

ため勤務しないことが相当であると

認められる場合 

一の年度において５日（子が２人以上の場合は１０日）の

範囲内の期間 
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要介護者の世話のため勤務しないこ

とが相当であると認められる場合 

一の年度において５日（要介護者が２人以上の場合は１０

日）の範囲内の期間 

心身の健康の維持及び増進又は家庭

生活の充実を図る場合 

一の年度の７月から９月までの期間内における原則とし

て連続する５日の範囲内の期間 

災害又は交通機関の事故等により出

勤することが著しく困難な場合 

その都度必要と認める期間 

 

災害時において、通勤途上における

身体の危険を回避する場合 

その都度必要と認める期間 

 

員の配偶者、父母、子及び兄弟姉妹

以外の者に骨髄液を提供する場合

で、当該申出又は提供に伴い必要な

検査、入院等をする場合 

その都度必要と認める期間 

 

職員が自発的に、かつ、報酬を得な

いで、社会に貢献する活動を行う場

合で、その勤務しないことが相当で

あると認められるとき 

一の年度において５日の範囲内で必要と認める期間 

 

 年次有給休暇の取得状況 
 平均取得日数 前年対比 

平成３０年度（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日） 11.0 日 7.8 ％ 

平成２９年度（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日） 10.2 日 △6.4 ％ 

 

 

 

 時間外勤務の状況 

１人当たり月平均時間外勤務時間 

  第１四半期 

（４～６月） 

第２四半期 

（７～９月） 

第３四半期 

（10～12 月） 

第４四半期 

（１～３月） 
計 

前年度 

対 比 

市長部局 

ほか 

平成３０年度 10.2 時間 6.0 時間 7.2 時間 7.6 時間 7.7 時間 △28.7 ％ 

平成２９年度 12.2 時間 8.9 時間 10.9 時間 11.7 時間 10.8 時間 3.8 ％ 

水道企業職 
平成３０年度 5.6 時間 3.0 時間 2.6 時間 3.6 時間 3.7 時間 △56.5  ％ 

平成２９年度 10.0 時間 4.8 時間 8.9 時間 10.2 時間 8.5 時間 26.9 ％ 

 

５ 休業の状況 

 育児休業等の取得状況 

 育児休業

（人） 
前年度対比  

（％）  

部分休業（人） 
前年度対比  

（％）  

育児短時間勤務（人）  前年度対比  

（％） 

 うち新規  うち新規  うち新規 

平成３０

年度  

取得者数  60 22 20.0 49 17 16.7 0 0 0.0 

 うち女性 59 21 20.4 49 17 19.5 0 0 0.0 

 男性 1 1 0.0 0 0 △100 0 0 0.0 

平成２９

年度  

取得者数  50 25 △21.9 42 19 2.4 0 0 △100 

 うち女性 49 24 △22.2 41 19 5.1 0 0 △100 

 男性 1 1 0.0 1 0 △50 0 0 0.0 

※「育児休業」とは、職員が任命権者の承認を受けて、その３歳に満たない子を養育するため、子が３歳に達

する日までの期間を限度として職務に従事しないことができます。給与は無給  

※「部分休業」とは、職員が任命権者の承認を受けて、その小学校就学前の子を養育するため１日の勤務時間

の一部（２時間を限度）について勤務しないことができます。給与は減額  

※「育児短時間勤務」とは、職員が任命権者の承認を受けて、その小学校就学前の子を養育するため、１か月

以上１年以下の期間において、条例で定める勤務形態（週１９時間３０分から週２３時間４５分勤務）を選

択して勤務することができます。給与は勤務時間に応じて支給  
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  その他の休業の取得状況（平成３０年度）                

区  分 件 数 

自己啓発等休業 ０ 人 

配偶者同行休業 ０ 人 

修学部分休業 ０ 人 

   

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 分限処分の状況 

① 降任、免職の状況（平成３０年度） 

区分 

勤務成績がよ

くない場合 

心身の故障のた

め職務遂行に支

障がある場合 

そ の 職 に 必 要

な 適 格 性 を 欠

く場合 

定 数 の 改 廃 等

による場合 計 

降任 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 

免職 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 

 

②  休職の状況（平成３０年度） 

病気休職 刑事休職 計 

１５ 人 ０ 人 １５ 人 

 

 懲戒処分の状況（平成３０年度） 

区  分 免職 停職 減給 戒告 計 

一般服務関係 ０ 人 ０ 人 ０ 人 １ 人 １ 人 

交通事故・交通法規違反関係 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 

公務外非行関係 ０ 人 ０ 人 １ 人 １ 人 ２ 人 

監督責任関係 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 

計 ０ 人 ０ 人 １ 人 ２ 人 ３ 人 

 

 

７ 職員の服務の状況 

 職務専念義務免除の状況（平成３０年度） 

区  分 件 数 

研修参加 １ 件 

厚生事業参加 ３ 件 

その他任命権者が定める場合 

・ユニバーサルマナー検定等 
６ 件 

 

 営利企業等従事の許可状況（平成３０年度） 

許可件数 許可事例 

１７ 件 農家組合長会議委員、障がい者介助員等 

 

８ 職員の研修の状況 

（平成３０年度） 
区  分 講座数 受講者数 研修日数（延べ） 

集合研修 １８ ７７５ 人 ３０ 日 
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派遣研修 

（広域連合、その他機関計）  
１１８ ２７３ 人 ３１２ 日 

広域連合 

階層別研修 １１ １１１ 人 ２９ 日 

専門研修 ２０ ５７ 人 ７１ 日 

産民学官・ 

政策課題研究 
１ １ 人 １０ 日 

その他研修機関等 ８６ １０４ 人 ２０２ 日 

（注）「広域連合」とは、彩の国さいたま人づくり広域連合において実施する研修に参加することをいいます。 

９ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 福利厚生制度に係る負担状況 

区  分 平成３０年度決算額 

共済組合負担金 1,014,562,958 円 

職員厚生費 

・人間ドック受診助成事業 
5,214,920 円 

※「共済組合負担金」とは、職員が加入する埼玉県市町村職員共済組合に、使用者である市が

負担金として支出しているもので、同組合の事業を運営する費用は、当該負担金と組合員で

ある職員の掛金で賄われています。なお、負担金及び掛金の率は、法定されています。 

 

 公務災害等の発生状況（平成３０年度） 

区  分 件 数 

公務災害 ４ 件 

通勤災害 ３ 件 

 

１０ 公平委員会の業務の状況 
（平成３０年度） 

業務の種別 件 数 

職員の勤務条件に関する措置の要求の状況 ０件 

職員に対する不利益処分に関する不服申立ての状況 ０件 

職員の苦情の処理の状況 ０件 

 

 


